
 

市税条例の改正の概要 

（平成２４年１１月９日条例第１４号） 

 

  世代間の税負担の公平性を確保する等の必要があるので，次のとおり個人の市民税の減免の

基準を改定するとともに，規定整備を行いました。 

 

（改正事項） 

 ⑴ 個人の市民税の減免の基準の改定 

年齢６５歳以上の者で，総所得金額等の合計額が一定の範囲にあるものに対する減免措置

を廃止する。（第３５条関係） 

 

【参考】６５歳以上の者に対する個人の市民税の減免措置の概要 

○ 対象者 

総所得金額等※の合計額が３５万円を超え１３５万円以下の者（控除対象配偶者又は

扶養親族がいる場合，これら１人につきそれぞれ３０万円を１３５万円に加えて得た額

以下の者） 

※ 「総所得金額等」とは，収入そのものではなく，年金受給者であれば，年金収入から公的年金等控

除額（最低１２０万円～）を控除した後の金額をいう。 

 

（年金収入単身者モデルの場合） 

年金収入が１５５万円を超え２５５万円以下の水準の者 

（年金収入夫婦世帯の世帯主の場合） 

 年金収入が２２２万円を超え２８５万円以下の水準の者 

（注）上記の各年金収入額は，モデル例によるもので，各種控除等の関係で，実際は減免対象となる

モデルケースよりさらに多くの収入があっても市民税が減免されたり，課税されない場合がある。 

    
     ○ 減免割合 

税額の１０分の５相当額  

（注）市民税が減免されると，法律上，府民税も同じ割合で減免される。 

 

○ 適用実績（平成２３年度） 

適用人数 減免相当額 １人当たり減免額（平均） 

約 35,900 人
※
 市民税 約 3億 9,000 万円 

府民税 約 2億 6,000 万円 

市府民税合計 約 18,100 円 

※ 所得の高い順に２１％～３２％の所得層が対象で，６５歳以上の方の約１割に相当

する（別図参照）。 

 

 ⑵ 適用区分（負担の緩和措置等） 

   この改正は，平成２５年度分の個人の市民税から適用する。ただし，平成２５年度分に限

り，総所得金額等の合計額が一定の範囲にあり，かつ，平成２４年１月１日において年齢６

５歳以上であった者について，その税額の４分の１相当額を減免する措置を講じる。（改正

附則第２条関係） 

 

 ⑶ その他 

   その他必要な規定の整備を行う。 



 

     

３ 施行期日 

平成２５年４月１日 

 

 

 

 

 

 

（別図） 

 

 

 

注１ 上記の各年金収入額は，モデル例によるもので，各種控除等の関係で，実際は減免対象となるモデルケ

ースより更に多くの収入があっても市民税が減免されたり，課税されない場合がある。 

注２ 平成２３年度当初課税データに基づく数値のため，２（１）の適用人数（平成２３年度実績）との間に

誤差がある。 

Ａ層：本来額課税  

 年金収入 

  単身       ２５５万円超（所得 135 万円超） 

  夫婦世帯の世帯主 ２８５万円超（所得 165 万円超） 

         ２８５万円超（所得 165 万円超） 

Ｂ層：減免対象  

１１％（36,531 人） 

Ｃ層：課税なし  

６８％（224,535 人） 

Ａ層：本来額課税  

２１％（67,932 人） 

課税なし 

（約７割） 

課税層 

(約３割) 

所得 

高 

所得 

低 

Ｃ層：課税なし  

 年金収入 

  単身       １５５万円以下（所得 35 万円以下） 

  夫婦世帯の世帯主 ２２２万円以下（所得 102 万円以下） 

 

☆ 国（厚生労働省）が設定しているモデル世帯（夫婦 2人）にお

けるモデル年金収入（厚生年金に 40 年加入）は，夫が 198 万 5

千円，妻が 78 万 7千円となるが，夫婦とも課税されない。 

  厚生年金受給者の場合，退職金収入があった方も多いと考えら

れるほか，貯蓄や不動産等の資産があっても，課税の判定の際に

は考慮されない。 

 

☆ 老齢基礎年金のみ受給している場合の平均年金収入額は，64

万円であり，課税されない。 

Ｂ層：減免対象    今回の見直し対象  

 年金収入 

 単身        155 万円超 255 万円以下（所得 35 万円超 135 万円以下） 

 夫婦世帯の世帯主 222 万円超 285 万円以下（所得 102 万円超 165 万円以下） 

 

所得層のイメージ 

６５歳以上の人口 328,998 人 


